
すべての貸切バス事業者の皆様へ

改正の内容１
てん補すべき賠償限度額の引き上げてん補す き賠償限度額の引き上げ

◇ 一般貸切旅客自動車運送事業者が講ずべき賠償限度額

事業用自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命又は身体の損害を
賠償することによって生ずる損失にあっては、生命又は身体の損害を受け

た者一人につき八千万円以上を限度額としててん補することを内容た者 人につき八千万円以上を限度額としててん補することを内容

とするものであること

一人につきてん補する額に制限がないことを内容とするもので

あること

◆貸切バスについては「無制限」とすることが必要とな
ります。（注）乗合バス車両を貸切バス事業に流用する場合も同様です。

実施時期について２

◇ 平成２５年１２月１日以降に締結される損害賠償責任保険契約又は損害
賠償責任共済契約について適用されることとなります。賠償責任共済契約に いて適用される ととなります。

※ 平成２５年１１月３０日以前に締結された契約については、次回更新時の契約から「無制
限」への引き上げをお願いします。



具体的な改正の措置内容３

国土交通省告示の改正（平成２５年１０月３１日公布）

旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命、身体又は財
産の損害を賠償するために講じておくべき措置の基準を定める告示

旅客自動車運送事業運輸規則（昭和三十一年運輸省令第四十四号）第十九条の二の告示で定
める基準は、次のいずれかの基準とする。

一 次に掲げる要件に適合する損害賠償責任保険契約を、保険業法（平成七年法律第百五号）
に基づき損害賠償責任保険を営むことができる者と締結していること ただし 地方公共団に基づき損害賠償責任保険を営むことができる者と締結していること。ただし、地方公共団
体が経営する企業が旅客自動車運送事業者である場合を除く。
イ 事業用自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命又は身体の損害を賠償すること

によって生ずる損失にあっては、生命又は身体の損害を受けた者一人につき、一般乗合旅
客自動車運送事業者及び一般乗用旅客自動車運送事業者については、てん補する額の限度
額を八千万円以上とすること、一般貸切旅客自動車運送事業者については、てん補する額
に制限がないことを内容とするものであること

ロ 事業用自動車の運行により生じた旅客その他の者の財産（当該事業用自動車を除く。）事業用自動車 運行 より生じた旅客そ 他 者 財産（当該事業用自動車を除く。）
の損害を賠償することによって生ずる損失にあっては、一事故につき二百万円以上を限度
額としててん補することを内容とするものであること

ハ 旅客自動車運送事業者の法令違反が原因の事故について補償が免責となっていないこと
ニ 保険期間中の保険金支払額に制限がないこと
ホ 事業用自動車の台数に応じて契約を締結する場合にあっては、すべての事業用自動車の

台数分の契約を締結すること
ヘ 財産に対する免責額が三十万円以下であること（地方運輸局長が輸送の安全及び旅客の

利便を確保する上で支障がないと認める場合を除く ）利便を確保する上で支障がないと認める場合を除く。）
ト 賠償額に対する一定割合の負担額その他の負担額のないものであること

二 次に掲げる損害賠償責任共済契約を、中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十
一号）に基づき損害賠償責任共済の事業を行う事業協同組合その他の法律に基づき損害賠償
責任共済の事業を行う者と締結していること。ただし、地方公共団体が経営する企業が旅客
自動車運送事業者である場合を除く。
イ 前号イからハ及びホからトに掲げる要件に適合すること
ロ 共済期間中の共済金支払額に制限がないことロ 共済期間中の共済金支払額に制限がないこと

附 則
第一条 この告示は、平成二十五年十二月一日から施行する。
第二条 この告示の施行前に締結された損害賠償責任保険契約又は損害賠償責任共済契約につ

いては、この告示による改正前の旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運行により生じた
旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するために講じておくべき措置の基準を
定める告示第一号イの規定は、なおその効力を有する。

本件の詳細については、国土交通省（各地方運輸局、沖縄総合事務局）のホームページ
にも掲載しておりますので御覧下さい。その他、貸切バスの安全性向上のための制度改正に
関して御不明な点がございましたら、以下の連絡先までお問い合わせ願います。

【問合せ先】
国土交通省自動車局旅客課新輸送サービス対策室 電話 03-5253-8573
主たる事務所を管轄する各地方運輸局 自動車交通部 旅客第一課
主たる事務所を管轄する各運輸支局（輸送担当）


